
　

※ 被保険者等の記号番号を記入した場合は記入不要です。

　  被保険者の個人番号記載欄

（ ℡ － － ）

〒 － （ ℡ － － ）

□ 入院 □ 通院・その他 □ 入院 □ 通院・その他 □ 入院 □ 通院・その他

□ はい □ いいえ □ はい □ いいえ □ はい □ いいえ

「はい」の場合 「はい」の場合 「はい」の場合

  制度名   制度名   制度名

  注）口座情報の反映には登録から数日を要します。また、受取代理人を指定する場合は公金受取口座を利用することはできません。

（※）都道府県や市区町村等が認定する医療費助成制度についてご記入ください。

・被保険者が、市区町村民税非課税者の場合は、「(非)課税証明書」の原本を添付してください。

　（４月~７月診療分は前年度の課税に関する証明書を、８月~翌年３月診療分は当年度の「(非)課税証明書」を添付してください。）

健康保険組合 記入欄

点 円

円 円

負担割合

3
2

区　分

オ

低Ⅱ

(昭・平・令         年        月        日　　才) (昭・平・令         年        月        日　　才)

医

療

機

関

名　称

受診者

氏　名

（生年月日） (昭・平・令         年        月        日　　才)

傷 病 名

所在地

事業所名

被保険者

氏　名

被保険者

住　所

診 療 月 令和　　  年　 　 月 診療分

被保険者等

記　号 番　号

令和　　 年　　 月　　 日から 令和　　 年　　 月　　 日から

同 年    同 月　　 日まで 　　日間 同 年    同 月　　 日まで 　　日間 同 年    同 月　　 日まで

令和　　 年　　 月　　 日から

・支店

提出年月日　令和　　 年　　 月　　 日

　　日間

保険診療分

窓口支払額
円 円 円

受診期間

(申請期間)

他の公的機関

から医療費の

助成を受けて

いますか(※)

この申請の診療月以前12ヵ月の間に、高額療養費に該当した月が3回以上ある場合は、直近3回分の診療月をご記入ください。

 □

出張所

口座番号
□ 普通 口座名義

信組 本店

□ 当座 （カタカナ）

信金 ・ 農協

点 数

負担額

低Ⅰ

多 数 　 ①  令和　　 年　　 月 診療 　 ②  令和　　 年　　 月 診療

           ・被保険者名義の口座をご記入ください。

合計

振

込

指

定

口

座

  マイナポータル等で事前登録した公金受取口座を利用します。(利用する場合は☑　利用しない場合は下記の欄を記入）

金融機関

現Ⅰ

　 ③  令和　　 年　　 月 診療

銀行 ・

標準報酬

年   　 月

千円

千葉県建設業健康保険組合

ウ

支給額

70～

限度額

～69

一般現Ⅱ現Ⅲ

エイア

合計

健康保険 支給申請書 （ 回目）高 額 療 養 費
被保険者

被扶養者

世帯合算



自己負担額が自己負担限度額を超えた場合

　「高額療養費」は、同一月(1日から末日)にかかった医療費の自己負担額が高額になり、自己負担限度額を超えた

　場合、申請により超えた額の払い戻しが受けられる制度です。自己負担限度額は所得区分により異なりますので、

　該当している場合は「高額療養費支給申請書」を提出してください。 （下記参照）

「高額療養費」の対象となる自己負担額　（入院時の食事負担金、差額室料等は対象外です）

〇70歳未満の方が、医療機関等の窓口で支払った自己負担額を、次の➀～➄ごとに区分した結果、

　１つの区分で 21,000円以上のもの（21,000円以上が複数ある場合は合算）

① 診療月　　　② 受診者　　　③ 医療機関　　　④ 医科・歯科 の別　　　⑤ 入院・外来 の別

（調剤薬局での自己負担額は、処方箋を発行した医療機関の自己負担額に合算できます）

〇70歳以上の方が支払った自己負担額

自己負担限度額

【70歳未満】

　　　被保険者の所得区分

（標準報酬月額83万円以上）

（標準報酬月額53万～79万円）

（標準報酬月額28万～50万円）

（標準報酬月額26万円以下）

（被保険者が市区町村民税非課税）

【70歳以上（高齢受給者）】

　現役並みⅢ（標準報酬月額83万円以上）

　現役並みⅡ（標準報酬月額53万～79万円）

　現役並みⅠ（標準報酬月額28万～50万円）

（※1）診療月以前12カ月の間に「高額療養費」に該当した月が3回以上あった場合、4回目からは多数該当として、自己

　負担限度額が軽減されます。（70歳以上の「一般」外来（個人ごと）は多数該当の回数に含みません）

（※2）7月31日時点の所得区分が、70歳以上の「一般」,「低所得者」に該当する方で、1年間(8月～翌年7月)に外来のみ

　の自己負担合計額が144,000円以上の場合は、「高額療養費(外来年間合算)支給申請書」を提出してください。

【低所得者区分の対象者と添付書類】　（70歳未満の「区分ア・イ」，70歳以上の「現役並み」に該当する方は対象外です）

・入院等で、自己負担額が自己負担限度額を超える可能性がある場合は、「限度額適用認定証」,「限度額適用・標準負担額

　減額認定証」を事前にご準備いただくと、窓口で負担する自己負担額を自己負担限度額に抑えることができます。

・健康保険の給付を受けられる権利は、2年で消滅します。（起算日は診療月の翌月1日です）

・被保険者が、市区町村民税非課税者の場合は、「(非)課税証明書」の原本を添付してください。

　（４月~７月診療分は前年度の課税に関する証明書を、８月~翌年３月診療分は当年度の「(非)課税証明書」を添付してください。）

　イ 167,400円＋（総医療費－558,000）×1％ 93,000円

自己負担限度額 多数該当(※1)

　ア 252,600円＋（総医療費－842,000）×1％ 140,100円

　ウ 80,100円＋（総医療費－267,000）×1％ 44,400円

　エ 57,600円 44,400円

　オ 35,400円 24,600円

　　　被保険者の所得区分
自己負担限度額

多数該当(※1)
外来（個人ごと） 外来＋入院(世帯ごと)

現

役

並

み

252,600円＋（総医療費－842,000）×1％ 140,100円

167,400円＋（総医療費－558,000）×1％ 93,000円

80,100円＋（総医療費－267,000）×1％ 44,400円

　　一般　　（標準報酬月額26万円以下）
18,000円

57,600円 44,400円
年間上限 144,000円(※2)

低所得者Ⅰ 15,000円

所得区分 対　象　者 添付書類

市区町村民税非課税
低所得者Ⅱ

8,000円
24,600円

オ　 　(70歳未満）
市区町村民税非課税である被保険者とその被扶養者 被保険者の「(非)課税証明書」（原本）

低所得者Ⅱ（70歳以上）

低所得者Ⅰ（70歳以上）
被保険者及び被扶養者すべてが、収入から必要経費・控除額を引い

た後の所得がない場合の被保険者とその被扶養者

被保険者及び被扶養者 全員の

「(非)課税証明書」（原本）


